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＜論壇要旨＞

企業経営や経営管理，管理会計において人的要素が与える影響は， 時代とともに大きく変化している．

企業の目的を持続的な企業価値創造とする場合，経済価値社会価値・組織価値いずれにとっても人的

要素に対する適切な管理の重要性が高まっており， このことは管理会計の研究・実践にもかかわる問題で

ある．管理会計の研究・実践における人的要素の管理への適応に大きな役割を果たすと考えられるのが，

統合報告の考え方や取り組みである．本稿では，企業価値創造における経済価値と社会価値・組織価値が

ともに求められ，経済価値の創造と社会価値・組織価値の創造とが結びついているという認識が強調され

る経済基盤を前提として，統合報告の考え方や取り組みが持つ含意や役割に着目しながら，企業の人的要

素の管理と，管理会計研究・実践が持つかかわりについて検討する．
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1． はじめに一問題意識と研究目的一

管理会計は，経営管理に有用な会計情報を提供すること，あるいは会計情報を用いた有用な

経営管理を実践することを目的としてきた．企業活動を実行するのは組織に参加する人であ

り，経営管理には人の管理も含まれる．管理会計の研究・実践においても，従業員に対する，

さまざまな考盧や働きかけがなきれてきた．動機づけを中心に，従業員への働きかけを目的と

した管理会計上の工夫や考慮は，マネジメント ・コントロールなどに見ることができる．

企業経営や経営管理，管理会計において人的要素が与える影響は，時代とともに大きく変化

している．従業員について，今日では，その知識や能力，高い動機づけがインタンジブルズ

(intangibles;無形の資産） として認識され，企業価値創造における経済価値の創造の主要な源

泉として，有効な管理の重要性が一層高まっている．加えて, CSR(企業の社会的責任）の観

点からは， ワーク・ライフ・バランスやダイバーシテイ，健康に代表きれる，人的要素へのさ

まざまな考慮が一層強く求められており， これらは企業価値創造における社会価値．組織価値

の創造に大きく影響すると考えられる．そして，経済価値と社会価値．組織価値との一致．調

和が，持続可能な企業価値創造にとって不可欠であるとの認識が広まっている．

企業の目的を持続的な企業価値創造とする場合，経済価値社会価値・組織価値いずれに

とっても人的要素に対する適切な管理が重要であり， このことは管理会計の研究．実践にもか

かわる問題であると考えられる． また， 日本企業における人的資源管理自体の変容や変革が議

論されている． このようななか，管理会計の研究・実践における人的要素の管理への適応に大

きな役割を果たすと考えられるものとして，統合報告の考え方や取り組みがあげられる．

そこで，本稿では，企業価値創造における経済価値と社会価値・組織価値がともに求められ，

経済価値の創造と社会価値・組織価値の創造とが結びついているという認識が強調される経済

基盤を前提として，統合報告の考え方や取り組みが持つ含意や役割に着目しながら，企業の人

的要素の管理と，管理会計研究・実践が持つかかわりについて検討することを目的とする．

なお，企業における従業員は，一般に，企業価値創造のなかの経済価値の創造に主に焦点が

あてられて， 「人的資産」と呼称されることが多いl.本稿では，経済価値創造の要素としての

人と，社会価値・組織価値創造の要素としての人という， 2つの側面を同時に扱うことから，

企業価値創造に影響を与え， また管理の対象となる，従業員の持つ諸側面を「人的要素」と呼

称する． したがって，人的要素という場合，企業の経済価値とその創造だけでなく，社会価

値・組織価値とその創造， さらにはこれらが一致・調和する必要性を前提としている2．

以下，次の構成をとる．第2節では，統合報告における外部報告と内部管理の関係を検討し，

統合報告においては外部報告と内部管理とが連携した「ダブル・ループ」が機能することが重

要であることを指摘する．第3節では，経営管理における人的要素の持つ意味の変化について

検討し，今日の経済基盤である「先義後利型経済」とそこでの統合報告の役割について明らか

にする．第4節では，企業価値創造にかかわる人的要素の管理の変容・変革について管理会計

の研究・実践の視点から考察し，人的要素に関する非財務尺度，ダイバーシテイ経営，従業員

満足度，健康経営について取り上げる．第5節では，統合報告に適合的なマネジメント ．コン

トロール概念について検討し，統合報告書における内容要素とパッケージとしてのマネジメン

ト ・コントロール・システムとの共通性を指摘する．最後に第6節では，本稿のまとめを行う．
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2.統合報告における外部報告と内部管理の関係

2.1統合報告の意義と背景

国際統合報告フレームワーク（以下， 〈Ⅲ〉フレームワーク) (HRC,2013b)によれば，統合報

告とは， 「統合思考を基礎として，長期にわたる価値創造についての組織による定期的な統合

報告書を生み出し， これに関連する，価値創造の諸相についてのコミュニケーシヨンをもたら

すプロセス」 (IIRC,2013b:33)である． また，統合報告書の第一義的な目的を，財務資本の提

供者に対して，組織が長期にわたってどのように価値を創造するかを説明することとしている

(HRC,2013b,para.1.7). そこでは，主として外部報告が念頭に置かれていると考えられる．
統合報告が提唱される背景として，従来財務情報に偏重してきた企業報告の限界，企業活動

にかかわる環境，社会， ガバナンス（いわゆるESG) といった経営要素の重要性の高まり，人

的資産に代表される知的資産・インタンジブルズの重要性の高まり3という，企業報告につい

ての問題意識がある（内山, 2014a: 107-110). そのため，管理会計の視点・立場からの統合報

告に関する研究も行われるようになっている(e.9.伊藤, 2014;内山, 2014a;2014b;日本会計

研究学会スタディグループ, 2017). そこでは，管理会計で伝統的に行われてきた財務情報と

非財務情報との併用や，それを実現する仕組みとしてのバランスト ・スコアカード， インタン

ジブルズ, CSRなどが議論の対象となっている．

2.2統合報告の目的と統合報告における「統合」の意味すること

<IR>フレームワークは，統合報告について次の4つの目的を示している(HRC,2013b:2).

すなわち，①より効率的かつ生産的な資本の配分が可能となるよう，財務資本の提供者の利用

可能な情報の質を高める．②さまざまな報告要素に基づき，長期にわたって価値を創造する組

織の能力に重要な影響を与えるすべての範囲の要因について伝達する組織の報告に対して， よ

りまとまりのある効率的なアプローチを促進する．③幅広い資本（財務，製造’知的，人的，

社会．関係， 自然）についての説明責任と受託責任を高め，資本間の相互依存についての理解

を促す．④短期， 中期長期にわたる価値の創造に焦点をあてた統合的な思考’意思決定’行

動を支援する．

これら4つの目的は，並列的ではなく，関連性を持っており （内山, 2015c:43), このよう

な統合報告の目的からは，統合報告における， さまざまなものの「統合」の意味することとし

て，以下のようなものがあると考えられる．①従来財務情報に偏ってきたアニュアルレポート

と，非財務情報を中心とするCSRレポートやサステナビリテイ ．レポートなど’企業によっ

て報告きれてきた複数の報告書の統合．②財務情報と非財務情報の統合● これは’企業価値創

造における，経済価値と社会価値．組織価値との一致．調和を反映している4.@<IR>フレー

クワークが示す6つの資本（財務，製造，知的，人的，社会・関係， 自然）に代表きれる， ざ

まざまなインプット．④製造・販売活動のみならず，社会的活動を含めた， さまざまなアク

テイビテイ．⑤製品．サービスのみならず，廃棄物を含めた， ざまざまなアウトプット．⑥④

や⑤が6つの資本に対して影響を与える，企業の内と外， また正と負のさまざまな結果（アウ

トカム)．

上記のような， インプット，アクテイビテイ，アウトプット，アウトカム，それらを測定し，

報告する情報そしてそれらの情報を用いた報告書という一連のプロセス志向から，統合報告
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は， さらに次のような「統合」を含意しているといえる．⑦経営活動を支える統合的な思考

(統合思考)，意思決定，行動⑧統合思考を支える，多様なステークホルダーに対する認識

2.3統合報告における外部報告と内部管理との連携の重要性

統合報告の4つの目的からは，統合報告は統合思考を基礎とするとともに，統合報告の目

的として統合思考の実現を目指しているという関係（内山, 2015b: 35)を指摘できる． この

ような関係は， 「相互強化(mutuallyreinfOrcing)｣ (IIRC,2012,para.3.9;HRC,2013a: 1)や「循環

(cycle)｣(IIRC,2013b:2)と表現きれる．そこでは，上記の①から⑧のざまざまなものの「統合」
を含みながら，統合報告は，価値創造についてステークホルダーに対して伝達する手段とな

り， さらにはその価値創造を実現する手段となる．そのためには，外部報告と内部管理との連

携が重要となり，統合報告によるステークホルダーとの対話（エンゲージメント） と統合思考

による持続可能な価値創造の実現は, 1つのつながりを持って連携・連動し，機能することが

求められる（内山, 2015a:51).

具体的には， まず，多様なステークホルダーとの対話（ステークホルダー・エンゲージメン

ト）を通じた「外部のガバナンス」による， ステークホルダーとの価値の協創，すなわち多様

なステークホルダーが組織に求めているものを理解し，それを組織の目標として設定すること

が求められる．その上で， この目標を達成するべく，戦略を策定して内部組織と従業員を戦略

に方向づける「内部のガバナンス」による，価値創造の実現，すなわち多様なステークホル

ダーが求めているものを効果的かつ効率的に達成することが求められる．そして， これら2つ

のガバナンスが連動した「ダブル・ループ」が機能することで，多様なステークホルダーに価

値をもたらす，持続可能な経営が実現する（内山, 2015c:44).

人的要素は， このような統合思考において考慮すべき事項に含まれ，時に最も重要な考慮事

項となりうる． そして，経済価値の源泉である資産（インタンジブルズ） として（内山ほか，

2015)だけでなく，社会価値・組織価値の創造の要素として， またリスク要因として，人的要

素は統合的に管理される必要がある． なぜならば，それらはすべて，経済価値と社会価値・組

織価値によって構成される企業価値の創造に結びつくからである．

3．経営管理における人的要素の持つ意味の変化

3.1管理会計における人の捉え方

管理会計の立場からは，企業における人は次のように捉えることができる（内山, 2017b:

235-244)．第1に， コストとしての人である．そこでは，代表的な（管理）会計手法・ツール

として原価計算における労務費計算をあげることができる．第2に， ざまざまな投資によって

価値の上がる，投資対象である経営資源（人的資本） としての人である． そこでは，代表的な

(管理）会計手法・ツールとして人的資源会計をあげることができる．第3に，戦略の実行を

支えることで経済価値の創造に貢献し，競争優位の源泉となる， インタンジブルズとしての人

である．そこでは，代表的な（管理）会計手法・シールとしてバランスト ・スコアカードをあ

げることができる．
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表l 経営管理における人的要素の持つ意味の変化

経済基盤(『インタンジブルズ型経済｣まで，
櫻井,2015:108-111）

プロダクト型経済

（1960年代以降）

ソフト化･サービス化型経済

（1970年代以降）

労務費計算コスト

として

経営資源

として

人的資源会計

ファイナンス型経済

(1980年代以降）

ll

ll
インタンジブルズ型経済

(1990年代以降）

インタンジブルズ

として

インタンジブルズ

＋社会価値･組織

価値創造の要素

として

バランスト･スコ

アカード

統合報告 先義後利型経済

(2000年代以降）

． （超)長期視点(持続可能性）

・統合的(複合的)企業価値観(多様なス

テークホルダーの認識に基づく,経済価
値創造と社会価値｡組織価値創造）

・ 企業価値創造の要素の統合的(複合的）
管理

出典：筆者作成

上記の人の捉え方は， おおむね歴史的な時間の経過に沿って位置づけることができる．櫻井

(2015: l()8-1 1 1)は， 「原価計算基準」の現代的意義を検討するなかで，経済基盤の変容を指摘

している、 それは, 1960年代以降のプロダクト型経済, 1970年代以降のソフト化・サービス

化型経済, 1980年代以降のファイナンス型経済, 1990年代以降のインタンジブルズ型経済で

ある． これをベースに，管理会計の立場からの人の捉え方を位置づけると，表lのように示す

ことができる．

そして，今日 （2000年代以降）では， さまざまなステークホルダーや広く社会のためにlilli

値を創造することが経済価値を創造することに深くかかわるという認識が強調され，世界的に

も一般的になりつつある(e.g.Elkington, 1994;HenriquesandRichardson,2004;PorterandKramer,

2006;2011;MackeyandSisodia,2013) そのような考え方は， たとえば<IR>フレームワークが

示す「2つの価値（投資家への財務リターンを可能にする，組織にとっての価値と，他者（ス

テークホルダーや広く社会）にとっての価値)」とも符合するそこでは，企業の究極的な目

的は持続ﾛ｣能な価値創造であると考えられる．

実は， インタンジブルズには， 自ら所有しているわけではないものもある(BlairandWallman,

2001: 55-56)ことから， 「義」 （世のため人のため） という側面があるそれは, <IR)フレー

ムワークが示す社会・関係資本だけではなく， 人的資本についてもあてはまる<IR>フレー

ムワークにおける人的資本は， 能力，経験イノベーションへのモチベーション(IIRC,2013b,

para.2.15)とされ，そこでは必ずしも社会的側面を述べてはいない． しかしながら。人的資産を

含むインタンジブルズはさまざまなステークホルダーや広く社会に対しても価値を創造し， そ

のようなインタンジブルズにおける社会的側面は無視できない．
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3.2先義後利型経済における人の捉え方

このように，企業価値創造における経済価値と社会価値・組織価値がともに求められ，社会

価値・組織価値の創造は経済価値の創造に深くかかわるとする認識が，企業においても投資家

においても強調され，世界的に一般的になりつつある．そのような，経済価値創造と社会価

値・組織価値創造とが結びついているという認識が強調され，一般的になる経済基盤を， ここ

では「先義後利型経済」と名付ける5．表1に示したように，先義後利型経済は2000年代以降

の経済基盤として位置づけることができる． また，先義後利型経済においては，以下のことが

管理上必要となると考えられ，それは人的要素においてもあてはまる．

第1に，長期視点，あるいは人の（職業）人生を超えるような超長期的な視点を持つ必要性

である．それは，別言すると，企業経営における持続可能性を意識することである．そこで

は，経営活動の結果だけでなく，そのためのプロセスや，経営活動の結果が次の経営活動に与

える影響に焦点をあてた循環性を考慮する必要がある． また，短期的には変わらないものとし

ての企業理念や企業文化の重要性を指摘することができる．

第2に，統合的あるいは複合的な企業価値観を持つ必要性である． これは，多様なステーク

ホルダーの認識に基づく．そこでは， さまざまなステークホルダーに対してもたらされる価値

をステークホルダーの視点で捉えるためのアウトカム指標の活用が必要になる．

第3に，企業価値創造の要素を統合的あるいは複合的に管理する必要性である． これは，上

記の多様なステークホルダーの認識から導かれる，複数のステークホルダーと，その関係性の

管理である．そこでは，例えば従業員が， インタンジブルズとして経済価値創造の要素である

とともに，企業の社会価値・組織価値創造に大きな影響を与える存在であることのように, 1

つのステークホルダーの持つ複数の側面の認識とその管理（多くが経済価値と社会価値・組織

価値とのバランスの維持） も重要となる．

これら3つの必要性6を実現するためには， ざまざまな経営要素を統合的に捉えることが必

要になり，財務情報と非財務情報の有機的な活用，および両者のコネクティビティ （結合性）

を理解することが不可欠となる．

3.3先義後利型経済における統合報告の役割

管理会計の研究・実践という立場からは，財務情報と非財務情報の有機的な活用，および両

者のコネクテイビテイの理解をどのように実現するかが大きな課題となる．その解決のための

1つのツールとなるのが統合報告であるといえる．

前節での検討を踏まえると，上記3つの必要性のうち，第1の（超）長期視点の必要性につ

いては，統合報告は短期・中期・長期にわたる価値創造を前提としており，そのコミュニケー

ションと実現のために，プロセス志向を有し，諸資本の循環を想定している．第2の統合的

(複合的）企業価値観の必要性については，統合報告は多様なステークホルダーへの有用性を

前提としており，そのために，財務情報と非財務情報の併用や，両者のコネクテイビテイを重

視している．第3の企業価値創造の要素の統合的（複合的）管理の必要性については，統合報

告では統合思考との相互強化・循環を前提としており，外部報告と内部管理との連携が重要と

される．具体的には，外部報告（ステークホルダーとの対話）を通じた， ステークホルダーと

の価値の協創と，内部管理を通じた，戦略の策定，内部組織と従業員の戦略への方向づけによ

る価値創造の実現， これらの連動が重要とされる．
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以上から，先義後利型経済では，管理会計の立場からは，従業員はインタンジブルズとして

捉えられるとともに社会価値・組織価値創造の要素として捉えられ，そこでは，代表的な（管

理）会計手法・ツールとして統合報告をあげることができる．

4．企業価値創造にかかわる人的要素とその管理

4.1人的要素の管理にかかわる変革

近年の日本企業では，能力開発の重要性の一層の高まりの一方で，労働時間の短縮や働き方

の改革に代表きれるようなワーク・ライフ・バランスの確保や，女性や外国人を中心とした，

従業員の多様性を企業価値創造に結びつけるダイバーシテイ経営，従業員の健康の保持・増進

を通じて生産性の向上（コスト低減） と幸福な労働を実現する健康経営といった，人的要素の

管理にかかわるざまざまな変容・変革が見られる． これらに共通するのは，前節で説明した先

義後利型経済に特徴づけられる，従業員をはじめとする多様なステークホルダーや広く社会の

ために価値を創造することが経済価値を創造することに深くかかわることに対する認識が基礎

となっていることである．

以下，近年の人的要素の管理の変容・変革について，管理会計の研究・実践の視点から考察

する．

4.2人的要素に関する非財務尺度

表lに示したように，今日，従業員は，保有する知識・能力や高い動機づけに注目が集まり，

これらはインタンジブルズとして管理きれる．加えて，社会価値・組織価値創造の要素として

も管理の重要性が高まっている．そこでは，知識・能力のほか，モチベーション，従業員満足

度，健康についての非財務尺度の果たす役割が大きく，それは企業価値創造における経済価値

と社会価値・組織価値どちらにとっても重要である．

ただし，図lに示したように， これらの尺度が表わすものには企業価値創造において違いも

見られる．一般に，知識・能力は経済価値に結びつきやすく，一方，健康は社会価値・組織価

値に結びつきやすい． これらに比較すると，モチベーションや従業員満足は，経済価値と社会

価値・組織価値に同程度に結びつきやすい． また，一般に，知識・能力， モチベーション，従

業員満足，健康の順に, 1つの人事施策の結果が多様化しやす<, したがって， より多様な人

事施策が求められる傾向がある．

4.3従業員の多様性と従業員満足度の意味

企業価値創造における経済価値創造と社会価値・組織価値創造とが結びついているという認

識を前提とした経営として，従業員の多様性を企業価値創造に結びつけるダイバーシテイ経営

が，近年多くの日本企業で志向されている．ダイバーシテイ経営とは，一般に， 「多様な人材

を活かし，その能力が最大限発揮できる機会を提供することで， イノベーションを生み出し，

価値創造につなげている経営」 （経済産業省経済産業政策局経済社会政策室2016: 1) とされ

る． また，そのような企業経営を投資の面から支援するものとして, 2012年度より，経済産業
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図1 人的要素に関する代表的な非財務尺度

い

出典：筆者作成

省と東京証券取引所によって「なでしこ銘柄」の選定が行われている． なでしこ銘柄は， 「女

性活躍推進に優れた上場会社を『中長期の成長力jを重視する投資家にとって魅力ある銘柄と

して紹介することを通じて，そうした企業に対する投資家の関心を一層高め，各社の取組を加

速化していくことを狙いとしています.」 （経済産業省経済産業政策局経済社会政策室, 2016:

107) とされる．

従来，多くの日本企業では，一般に，新卒一括採用・男性・ 日本人という属性を持った画一

的な中核社員を中心に業務が行われてきた多くの場合， このような従業員は，他の従業員と

比較して高い給与や雇用保障が付与される一方で，職務や勤務地労働時間が限定されない，

いわゆる無限定正社員となることに特徴がある．採用，教育訓練，昇進ジョブローテーショ

ンについても， これらの従業員に対して画一的な人事施策がとられてきた．

従業員満足度は，企業価値創造における社会価値・組織価値だけでなく，経済価値にとって

も重要なKPIの1つとされる(Randall,1990;Judgeelal.,2001;鈴木・松岡, 2014). しかし，従

業員の多様化の進展により，画一的な人事施策によって従業員満足度を高めることが難しくな

る可能性がある．例えば大湾(2017: 103-106)は日本のある製造業企業に対する調査から，回

答に影響を与える要素（年齢学歴，職種等級，勤務地部門）をコントロールした上で．従

業員満足度指標の設問項目ごとに男女の回答の違いを明らかにした．その結果ほぼすべての

設問項目で男性より女性がややネガティブな評価をする傾向にあることが明らかになったさ

らに，分析からは，次の2つの傾向が明らかにされた1つは，女性は男性と比較して，仕事

量が少なく，職務グレードに照らしてやや簡単な仕事を与えられており，加えて，上司から育

成の機会を与えられていると感じる比率が少なく， これらに不満足を感じていることである．

いま1つは，女性は男性と比較して，全社的ビジョンや戦略について十分な説明を受けておら

ず，加えて，職場での重要な情報の共有がなされず，上司との期末評価の対話が納得のいくも
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図2健康経営

上

■「 企業理念(長期的なビジョンに基づいた経営）

出典：経済産業省・東京証券取引所(2017:2)

のであったと感じる比率が少なく， これらに不満足を感じていることである．

これらの結果からは，人事管理の諸施策における多様化や高度化が求められるとともに，

コミユニケーシヨン・チャネルの拡充の必要性を指摘することができる． 内山(2014b;2015c;

2017a)で明らかにしたように， このような社内でのコミュニケーションの1つの手段として統

合報告書の活用をあげることができる

4.4健康経営の重要性と測定，管理

企業価値創造における経済価値創造と社会価値・組織価値創造とが結びついているという認

識を前提とした経営として，従業員の健康保持・増進を積極的に働きかける経営が，近年多く

の日本企業で志向されてきている． また， そのような企業経営を投資の面から支援するものと

して, 2014年度より，経済産業省と東京証券取引所によって「健康経営銘柄」の選定が行われ

ている．健康経営銘柄については， 「『健康経営』とは，従業員等の健康管理を経営的な視点で

考えて，戦略的に実践することです． 『健康経営銘柄』は，健康経営に取り組むことで，従業

員の活力向上や生産性の向上等，組織の活性化中長期的な業績・企業価値の向上を実現し，

そこに投資家からの理解と評価が得られることを期待して実施するものです.」7とされる． そ

の基本的な考え方は， 図2のように表されている．

健康経営については， 以前より次のような課題が指摘されてきた（河野, 2010: 14-16) .す

なわち，①企業の取り組みを社会に公開する仕組みがないことにより，取り組みを行った企業

が正しく社会的評価を受けることができない②健康関連投資の効果の可視化が行われず，投

資効果が不明瞭になっている③個人が健康増進に取り組みやすいインセンテイブや支援が欠

けている．④健康増進にかかわる事業者の評価が容易に行えない．

健康経営銘柄の選定の仕組みは，多様なステークホルダーを巻き込んだ，全社的な健康経営

への取り組みを経済的と社会的・組織的の両側面から支援することで，上記のような課題の解

消に役立つと考えられる．健康経営銘柄への選定は「健康経営度調査」に基づくが，経済産業

省・東京証券取引所(2017)によると， 同調査の結果からは, 2014年度から2016年度の3年間

の変化として次のようなことが明らかになっている． 第1に， 493社から726社へと回答企業

数が大'l'厨に増加している．第2に，従業員の健康保持・増進の理念．方針の明文化従業員の

健康保持・増進に関する取り組みの社外への情報開示施策の効果検証の実施が進んだほか，
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経営トップによるコミットメントが高くなり，産業医・医療専門職・健康保険組合が施策立案

にかかわる比率が高くなっている． これらから，健康経営の質を高める取り組みが進んでいる

としている（経済産業省・東京証券取引所, 2017:4).

さらに，健康経営に優れた企業（健康経営度の評価結果上位20％以内）では， ほとんどの

企業で管理職に対する従業員の健康保持・増進に関する研修が行われていることに加え，その

ような従業員の健康保持・増進に関する取り組みを社外へ情報開示している企業がほとんどで

あり （｢はい」が99.3％．回答企業全体では53.3％)， ざらには，投資家との対話において健康

経営をテーマとしている企業も多い（｢はい」が57.9％・ 回答企業全体では24.0％） （経済産業

省・東京証券取引所, 2017:5). この比率は，健康経営銘柄企業では79.2%にのぼる（経済産業

省商務情報政策局へルスケア産業課, 2017: 14).そして， このような情報開示の媒体として，

CSR報告書（銘柄企業の66.7%,評価結果上位20%以内企業の65.3%,全回答企業の52.2%)

に加え，統合報告書（銘柄企業の41.7%,評価結果上位20%以内企業の24.3%,全回答企業の

14.7%)が用いられており （経済産業省商務情報政策局へルスケア産業課, 2017: 14),健康経

営銘柄に選定きれた企業ほど，その傾向が強い．

このような健康経営に取り組むことによる効果として，企業理念・文化の向上，従業員満足

度の向上と人材の維持， コーポレート ・レビュテーションやブランドの向上など，経済価値の

創造に深くかかわる社会価値・組織価値の創造が指摘できる． さらに，人件費や健康保険など

のコストの低減や，現在，株式会社日本政策投資銀行(DBJ健康経営格付）や各地の地方銀行

などにおいて取り組みが始まっている，健康優良企業・団体に対する低金利融資， 自治体の入

札・取引における考慮， さらには健康経営のコンサルティング・サポート事業など，経済価値

の創造に直接貢献する効果も指摘できる．そして， このような健康経営の効果に関する測定，

管理においては，健康経営に関する財務情報と非財務情報の有機的な活用，および両者のコネ

クテイビテイの理解が必要になる．

これらからも，社内外とのコミュニケーションの1つの手段として統合報告書の活用をあげ

ることができる8．

s・統合報告に適合的なマネジメント・コントロール概念

5.1 「ダブル・ループ」の機能とマネジメント・コントロール

第2節で述べたように，統合報告は統合思考を基礎とするとともに，統合報告の目的として

統合思考の実現を目指しているという関係を指摘でき，統合報告においては外部報告と内部管

理との連携が重要である．すなわち，統合報告によるステークホルダーとの対話（エンゲージ

メント） と統合思考による持続可能な価値創造の実現は, 1つのつながりを持って連携．連動

し，機能することが求められる． このような「ダブル・ループ」が機能するためには，企業内

外で一致した目標の重要性が指摘できる．例えば，戦略経営において統合報告書を活用してい

るオムロン株式会社では，戦略という性格を持った各種の計画において，企業内外で一致した

目標によってコミュニケーションが行われており，社外のステークホルダーとの対話において

も，社内コミュニケーションにおいても， ともに統合報告書が活用きれている（内山, 2017a:

69)．
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このような外部報告と連携した内部管理によって統合報告を企業価値創造に結びつけるため

には，戦略や組織目標の達成に向けた効果的・効率的な従業員への働きかけのために，統合報

告やその考え方に適合的なマネジメント ・コントロール概念の検討が必要となる．

5.2R､N・Anthonyのマネジメント・コントロールの特徴

伝統的なマネジメント ・コントロールの考え方として,R.N.Anthonyのマネジメント ・コン

トロール概念(#mthony,1965)をあげることができる．

伊藤(2012: 124-125)は,A皿加ny(1965)に記述されたマネジメント ・コントロールについて

次のように指摘する． まず，その特徴として， フォーマルな公式のツールを重視しているこ

と，マネジメント ・コントロールで利用される情報の属性として会計情報を重視していたこ

と，動機づけの重要性を強調したこと，以上3点の重要性を指摘する． そして， このような3

つの特徴から,Anthony(1965)によるマネジメント ・コントロールでは業績管理会計の役割が

特に重視され,Anthonyの後の著書でも，マネジメント ・コントロールにおいて利用可能なコ

ントロール手段を非常に限定して考えた結果，他のコントロール手段（特にインフォーマルな

もの）は考察対象として重視されず，マネジメント ・コントロールは管理会計とほぼ同義語と

して扱われるようになっていったとする．

5.3統合報告と「パッケージとしてのマネジメント・コントロール・システム」

近年では，マネジメント ・コントロール概念を拡張して， 「パッケージとして」マネジメン

ト ・コントロール・システム(MCS)を捉える考え方が広まっている．その考え方を整理して

示した研究の1つにMalnandBrown(2008)がある．彼らは,MCSパッケージの研究が重要で

ある理由として,MCSが孤立して機能するわけではないことや，会計ベースのコントロール

や公式システムに焦点をあてた研究の限界を指摘する(MalmandBrown,2008:287-288).そし

て， 「マネジメント・コントロールには，従業員の行動や意思が組織の目的や戦略に一致するよ

うにするためにマネジャーが用いるすべての仕組みやシステムが含まれる」(MalnandBrown,

2008:290)とし， 「『パッケージ』の言葉が用いられるが，それはほとんどの現代的組織では複

数のMCSが存在するためである． これらすべてが意図的に設計され，連携きれれば，全体の

システムをMCSと呼べる」 (MalnandBrown,2008:291)とする． このような基本的な考え方

は，財務情報と非財務情報を有機的に活用し，両者のコネクテイビテイを重視する統合報告，

統合報告の基礎であり目的でもある統合思考とそれに基づく経営，上記の「ダブル・ループ」

や企業内外で一致した目標によるコミュニケーションと共通性を持っていると考えられる．

MalmiandBrown(2008)があげたMCSパッケージの概念的分類は，図3のように示され

る． これらのうち，上段の「文化によるコントロール(CulturalControls)」は，広く，変化しに

くく， したがって他のコントロールに文脈的フレームを提供する． また， 中段の「計画設定

(Planmng)｣, 「サイバネテイック・コントロール(CybemeticComrols)｣, 「報酬と報奨(Rewardand

Compensation)」は，多くの現代的組織と結びついており，左から右へと一時的な秩序のなかに

示される．下段の「管理的コントロール(AdnmstrativeControls)」は， 中段の諸コントロール

が実行されるにあたっての構造を生み出すとされる(MalmandBrown,2008:295).

ここで，統合報告との対照を行うために, <IR>フレームワークに示される，統合報告書が記

載すべき内容要素(ContentElements)を取り上げる. <IR>フレームワークが示すもののうち，
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図3マネジメント ・コントロール・システム・パッケージ

出典:MalnandBrown(2008:291)Fig.1． ただし， ローマ字部分は筆者加筆

統合報告書に記載すべき実質的な内容要素としては， 「A組織の概要と外部環境(Orgamzational

overviewandexternalenvironment)｣, ｢Bガバナンス(Governance)｣, ｢Cビジネスモデル(Business

model)｣, ｢Dリスクと機会(Risksandopportunity)｣, ｢E戦略と資源配分(Strategyandresource

allocation)｣, ｢F業績(Performance)｣, ｢G見通し(Outlook)｣,以上7つがあげられる． これらの

ほとんどが，図3に示したように,MalmiandBrown(2008)があげたMCSパッケージのさまざ

まなコントロールと共通することがわかる（図3のなかのローマ字は，該当する内容要素の記

号を表している)．

以下, HRC(2013b,para.4.1-4.39)とMalmiandBrown(2008:291-295)に基づいて検討する．

｢文化によるコントロール」のなかの「価値観」や， 「管理的コントロール」のなかの「組織構

造」は， 「A組織の概要と外部環境」に該当する． 「管理的コントロール」のなかの「ガバナン

ス構造」は， 「Bガバナンス」に該当する． また， 「Bガバナンス」には，組織文化や倫理価値

観が資本の利用にどのように反映きれるか，報酬が価値創造とどのように結びついているか，

戦略的意思決定や組織文化の確立・監視のためのプロセスなどがいかに価値創造能力と結びつ

いているか， これらがわかるようにすることが含まれるため， 「文化によるコントロール｣， 「報

酬と報奨｣， 「管理的コントロール」のなかの「方針と手続き」は， 「Bガバナンス」と部分的に

共通している． 「サイバネテイック・コントロール」は，予算，財務尺度，非財務尺度，バラン

スト ・スコアカードのように財務尺度と非財務尺度の両方で構成されるものの4つで基本的に

成り立つとぎれることから， インプット， アクテイビテイ， アウトプット， アウトカムについ

てのさまざまな指標を含む「cビジネスモデル」や，企業がなし得た経営成果についての定量

的・定性的情報を含む「F業績」に該当する． 「計画設定」は，事前型のコントロールであり，

通常12カ月間以下の「行動計画設定」と， より戦略的焦点を持った中長期にかかわる「長期

計画設定」の大きく2つにわかれるが， これらは，企業が向かう先を示す「E戦略と資源配分」

と，戦略遂行にあたって企業が直面する課題や不確実性を示す「G見通し」に該当する．
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ただし， このように多くの共通性がある一方で，一部に違いも見られる．具体的には，価値

創造能力に影響を与える特定の'ノスクと機会，それらへの対処法を示す「Dリスクと機会」に

該当するものは,MalmandBrown(2008)によるMCSパッケージには必ずしも明確に見出され

ない9．

6． おわりに

本稿では，企業価値創造における経済価値と社会価値・組織価値がともに求められ，経済価

値創造と社会価値・組織価値創造とが結びついているという認識が強調きれる経済基盤（先義

後利型経済）を前提に，企業の人的要素の管理と，管理会計の研究・実践が持つかかわりにつ

いて検討したその際，統合報告の考え方や取り組みが持つ含意や役割に着目して議論を進

めた．

上記のような先義後利型経済においては，管理上，次のようなことが必要となる．第1に，

(超）長期視点であり，それは換言すれば，持続可能性を意識することである．そこでは，プ

ロセスや循環性を考慮する必要があり，企業理念や企業文化などの短期的には変わらないもの

の重要性が高いといえる．第2に，統合的（複合的）な企業価値観である．そこでは，多様な

ステークホルダーの認識が基礎になり，それらステークホルダーに提供される価値を捉えるア

ウトカム指標の活用が求められる．第3に，企業価値創造の要素の統合的（複合的）な管理で

ある．そこでは，複数のステークホルダーの認識・管理と, 1つのステークホルダーの持つ複

数の側面の認識・管理が重要となる．

これら3つの必要性を実現するためには，財務情報と非財務情報の有機的な活用，およびそ

のコネクティビティを理解することが不可欠となり，管理会計の研究・実践の立場からは，そ

の解決のための1つのツールが統合報告であるといえる．そして，統合報告における外部報告

と内部管理との連携，すなわち「ダブル・ループ」を機能させ，統合報告を企業価値創造に結

びつけるためには，統合報告やその考え方に適合的なマネジメント ・コントロール概念の検討

が必要となる．本稿では，パッケージとしてのMCSを取り上げ,MalmiandBrown(2008)が示

すMCSパッケージの概念的分類は, <IR>フレームワークが示す内容要素と多分に共通性を持

つことを指摘した．
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注

’ 「人的資本」や「人的資源」も同様である．

2内山(2015a:47)において指摘したように，経済価値，社会価値組織価値，それぞれにか

かわる主たるステークホルダーとして，経済価値は投資家や債権者，社会価値は顧客を中

心に広く社会全体，組織価値は従業員が存在する．ただし，本稿における議論は多様なス

テークホルダーの存在（多元的な企業価値の追求)，ならびにさまざまな価値の創造が結び

ついているという認識を踏まえている．

3企業価値創造におけるインタンジブルズの重要性については， インタンジブルズは単独で

価値を創造することは少なく， さまざまなインタンジブルズの複合的活用が重要であるこ

とが実証きれている．詳しくは内山ほか(2015)を参照されたい．そこでは，統合報告につ

いても取り上げられている．

4コーポレート・ガバナンスの類型と，そこでの「企業価値」と「創造きれた価値の測定・評

価にどのような情報を用いるか」との組み合わせについては，内山(2015a:49-50)を参照き

れたい．

5 「先義後利」は，大丸グループの業祖である下村彦右衛門が「先義而後利者栄」を事業の根

本理念として定めたことでも知られる．大丸グループのホームページには，次のように説

明きれている． 「この言葉は中国の儒学の祖の一人，筍子の栄辱編の中にある『義を先にし

て利を後にする者は栄える』から引用したものです．企業の利益は，お客様・社会への義

を貫き，信頼を得ることでもたらされるとの意味で，言い換えると「お客様第一主義」「社

会への貢献」となります． これは，大丸グループ共通の精神，営業方針の根本となってき

ました」 (Mps:"www.daimaru.cojp/Company/about/rinen.html;2017年12月12日閲覧).

6第1の「長期視点」と第2の「多様なステークホルダーの認識」とは，ある部分で共通性を

持つ．

7http:"www.meti・gojp/press/2015/01/20160121001/20160121001.pdf;2017年12月22日閲覧

8内山(2017b:244--246)では，統合報告の先進企業であり，健康経営銘柄に2015年度と2016

年度に選定されている伊藤忠商事株式会社の事例を取り上げている．

9 リスクは，バランスト ・スコアカードにおいて研究課題として示きれている．詳しくは

KaplanandNorton(2012:4-5)を参照きれたい．
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